
第４７号議案 

   足立区こども未来創造館条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成２４年３月２７日 

             提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

   足立区こども未来創造館条例 

 足立区こども科学館条例（平成５年足立区条例第５４号）の全部を改

正する。 

 （設置） 

第１条 この条例は、多世代の参画、各種教育機関との連携と子どもた

ちへの体験機会の提供により、次世代育成の基本である、確かな学力

の向上と変化する社会に対応して生き抜く力を育むとともに、青少年

の健全育成を推進するために、足立区こども未来創造館（以下「未来

創造館」という。）の設置、管理及び利用について必要な事項を定め

るものとする。 

 （名称及び位置） 

第２条 未来創造館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 足立区こども未来創造館 

 位置 東京都足立区栗原一丁目３番１号 

 （事業） 

第３条 未来創造館は、第１条に規定する目的を達成するため、次に掲

げる事業を行う。 

 （１） 未来創造館施設を活用した創作活動及び科学体験、運動系体

験並びに幼児及び親子向け体験等の子ども向け体験等の事業に

関すること。 

 （２） 体験プログラム、デジタルコンテンツ、体験キット等の企画、

開発及びアウトリーチ（館外活動をいう。）事業による普及に



関すること。 

 （３） 子どもを中心とした多世代交流に関すること。 

 （４） 青少年健全育成事業の実施に関すること。 

 （５） 前各号のほか、足立区教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）が必要と認める事業 

 （施設） 

第４条 未来創造館の施設は、次のとおりとする。 

 （１） キッズルーム 

 （２） プレイルーム 

 （３） ワークショップスタジオ 

 （４） スペースアスレチック 

 （５） クライミングウォール 

 （６） 体験工房 

 （７） 多目的室 

 （８） マルチ体験ドーム 

 （９） クッキングスタジオ 

 （１０） レクリエーションホール 

 （１１） 音楽室 

 （１２） 駐車場 

 （１３） その他教育委員会が定める施設 

 （休館日） 

第５条 未来創造館の休館日は、次のとおりとする。 

 （１） １月１日 

 （２） １月及び９月において、各月７日以内で教育委員会が指定す

る日 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると認めたとき

は、臨時に休館日を定めることができる。 

 （開館時間） 



第６条 未来創造館の開館時間は、午前９時から午後９時３０分までと

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると認めたとき

は、開館時間を変更することができる。 

 （入場料及び使用料の納入） 

第７条 第１０条第１項に規定する使用の承認を受けた者（以下「使用

者」という。）は、別表第１に定める入場料、別表第２及び別表第３

に定める使用料並びに教育委員会規則（以下「規則」という。）で定

める付帯設備使用料を前納しなければならない。 

２ 施設の使用に伴う付帯設備使用料は、１件１回につき５，０００円

以内において規則で定める。 

３ 教育委員会は、前２項の規定にかかわらず、必要があると認めたと

きは、入場料又は使用料を減額し、又は免除することができる。 

 （参加料等） 

第８条 教育委員会は、未来創造館の施設において第３条第１号に定め

る事業のうちで教育委員会が別に定めるものを実施するときは、参加

者から参加料その他の事業の実施に要する費用の一部を徴収すること

ができる。 

２ 前項の規定により徴収する費用の額は、事業ごとに教育委員会が別

に定めるものとする。 

 （区民無料公開の日） 

第９条 教育委員会は、特定の日に、指定する施設を無料で公開するこ

とができる。 

 （使用の承認） 

第１０条 第４条第７号から第１２号までに掲げる施設を使用しようと

する者は、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の承認に際し、管理上支障があると認めたとき

は、条件を付することができる。 



 （使用権の譲渡等の禁止） 

第１１条 使用者は、使用の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

 （特別の設備等） 

第１２条 使用者は、使用に際して、施設に特別の設備をし、又は備付

け以外の器具を使用しようとするときは、あらかじめ教育委員会の承

認を受けなければならない。 

 （入場料及び使用料の不還付） 

第１３条 既に納入された入場料又は使用料は、還付しない。ただし、

教育委員会が特別の理由があると認めたときは、その全部又は一部を

還付することができる。 

 （使用の不承認） 

第１４条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１

０条第１項に規定する使用の承認をしないものとする。 

 （１） 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認

められるとき。 

 （２） 営利を目的とすると認められるとき。 

 （３） 施設の管理上支障があると認められるとき。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が使用を不適当と認

めたとき。 

 （使用承認の取消し等） 

第１５条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１

０条第１項に規定する使用の承認を取り消し、又は使用の停止若しく

は制限をすることができる。 

 （１） 使用の目的又は第１０条第２項の規定により付した使用の条

件に違反したとき。 

 （２） この条例又は規則に違反したとき。 

 （３） 偽りその他不正の手段により第１０条第１項に規定する使用

の承認を受けたとき。 



 （４） 災害その他の事故により施設等の使用ができなくなったとき。 

 （５） 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が未来創造館の管理

上特に必要があると認めたとき。 

 （原状回復の義務） 

第１６条 使用者は、施設等の使用を終了したときは、直ちに原状に回

復しなければならない。前条の規定により使用の承認を取り消され、

又は使用を停止され、若しくは使用を制限されたときもまた同様とす

る。 

２ 第１９条第１項の規定により未来創造館の管理を行う者（以下「指

定管理者」という。）は、指定の期間が満了したとき又は指定を取り

消され、若しくは管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられた

ときは、施設又は付帯設備を速やかに原状に回復しなければならない。

ただし、教育委員会の承認を受けたときは、この限りでない。 

 （損害賠償の義務） 

第１７条 入館者又は使用者は、未来創造館の利用に際し、施設等に損

害を与えた場合は、教育委員会が相当と認める損害額を賠償しなけれ

ばならない。 

 （入館の拒否等） 

第１８条 教育委員会又は指定管理者は、未来創造館の秩序を乱し、又

は乱すおそれがある者に対し、入館を拒否し、又は退館させることが

できる。 

 （指定管理者による管理） 

第１９条 未来創造館の管理に関する業務は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団

体で教育委員会が指定する指定管理者に行わせることができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合にあっては、次

の表の左欄に掲げる規定のうち同表中欄に掲げるものは、それぞれ同

表右欄のように読み替えるものとする。 



第５条第１項第２号 教 育 委 員 会

が 

第 １ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り

未 来 創 造 館 の 管 理 を 行 う 者

（ 以 下 「 指 定 管 理 者 」 と い 

  う 。 ） が 教 育 委 員 会 の 承 認 を

受けて 

第５条第２項 教 育 委 員 会

は 、 必 要 が

あ る と 認 め

たときは 

指 定 管 理 者 は 、 必 要 が あ る と

認 め た と き は 、 教 育 委 員 会 の

承認を受けて 

第１０条及び第１２条

から第１５条まで 

教育委員会 指定管理者 

第９条 教 育 委 員 会

は 

指 定 管 理 者 は 、 教 育 委 員 会 の

承認を受けて 

第１６条第２項 第 １ ９ 条 第

１ 項 の 規 定

に よ り 未 来

創 造 館 の 管

理 を 行 う 者

（ 以 下 「 指

定 管 理 者 」

という。） 

指定管理者 

３ 教育委員会は、指定管理者を指定しようとするときは、規則で定め

るところにより公募するものとする。 

 （指定管理者の指定） 

第２０条 前条第１項の規定による指定を受けようとする者は、規則で

定めるところにより、教育委員会に申請しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請をした者のうちから、規則で

定める基準により未来創造館の目的を最も効果的に実現することがで

きる者を指定管理者の候補者に選定し、議会の議決を経て、指定管理

者として指定するものとする。 

３ 教育委員会は、指定管理者を指定し、若しくは指定を取り消したと

き又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたと



きは、その旨を告示するものとする。 

 （指定管理者選定審査会） 

第２１条 前条第２項に規定する指定管理者の候補者の選定審査を行わ

せるため、教育委員会の附属機関として、足立区ギャラクシティ指定

管理者選定審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、前項に規定する選定審査に関し優れた識見を有する者の

うちから、教育委員会が選定審査に必要な期間を定めて、委嘱又は任

命する委員６人以内をもって組織する。 

３ 前項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営について必要な事

項は、規則で定める。 

 （指定管理者の業務範囲） 

第２２条 指定管理者の業務の範囲は、次のとおりとする。 

 （１） 第３条に規定する事業（教育委員会の権限に属するものを除

く。） 

 （２） 施設の維持管理に関する業務 

 （３） 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が未来創造館の管理

運営に必要と認める業務 

 （管理の基準） 

第２３条 指定管理者は、前条に定める業務を適正かつ効率的に行わな

ければならない。 

２ 指定管理者及び未来創造館の業務に従事している者（以下「従事 

者」という。）は、未来創造館を利用する者の個人情報が適切に保護

されるために必要な措置を講ずるとともに、未来創造館の管理に関し

知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはなら

ない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消さ 

れ、又は従事者が職務を退いた後においても、同様とする。 

 （評価委員会の設置） 

第２４条 未来創造館の施設運営を円滑に推進するため、教育委員会の



附属機関として足立区ギャラクシティ運営評価委員会（以下「評価委

員会」という。）を設置する。 

２ 評価委員会は、区民、学識経験者及び関係団体のうちから教育委員

会が委嘱する委員１０人以内をもって組織するものとする。 

３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

４ 前２項に定めるもののほか、評価委員会の組織及び運営について必

要な事項は、規則で定める。 

 （所掌事務） 

第２５条 評価委員会は、施設運営及び事業内容に関する重要事項につ

いて、教育委員会の諮問に応じ、調査及び審議を行うものとする。 

２ 評価委員会は、施設運営及び事業内容に関する評価について調査し、

審議し、及び教育委員会に意見を述べることができる。 

３ 評価委員会は、必要に応じて、関係機関、事業者その他委員以外の

者に対し、評価委員会の会議への出席を求め、必要な資料を提出させ、

意見又は説明その他の協力を求めることができる。 

 （委任） 

第２６条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日（以下「施行日」という。）から

施行する。 

 （経過措置） 

２ 未来創造館の施設に係る申請その他の行為は、施行日前においても、

この条例による改正後の足立区こども未来創造館条例の規定の例によ

り行うことができる。 

３ 未来創造館に係る指定管理者の選定審査は、施行日前においても、

この条例による改正後の足立区こども未来創造館条例の規定の例によ

り行うことができる。 



４ この条例による改正前の足立区こども科学館条例の規定に基づきな

された指定管理者選定審査手続は、この条例の相当規定に基づきなさ

れたものとみなす。 

 （足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部

改正） 

５ 足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和

３９年足立区条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  別表教育委員会の部に次のように加える。 

足立区ギャラクシティ運営評価委員会 日額 ２万１，０００円 

別表第１（第７条関係） 

入場料 

種別 区分 大人 小・中学生 

個人 ５００円 １００円 マルチ体験ド

ームにおける

プラネタリウ

ムその他の事

業等 

団体 １人

につき 

１６０円 ８０円 

個人 １，０００円を超

えない範囲内で、

開催ごとに教育委

員会が定める額 

５００円を超えな

い範囲内で、開催

ごとに教育委員会

が定める額 

特別展 

団体 １人

につき 

個人の入場料から

２割を引いた額 

個人の入場料から

２割を引いた額 

 備考 

  １ 学齢に達しない者が保護者とともに入場する場合は、無料とす

る。ただし、マルチ体験ドームの座席を使用する場合は、小・中

学生の料金とする。 



  ２ 団体とは、２０人以上をいう。 

別表第２（第７条関係） 

使用料 

施設名 単位 使用料 

多目的室１ １，０００円 

多目的室２ １，０００円 

多目的室１と２ ２，０００円 

マルチ体験ドーム ３，０００円 

クッキングスタジオ ８００円 

第１レクリエーションホール ７００円 

第２レクリエーションホール ７００円 

第３レクリエーションホール ８５０円 

第１音楽室 ２５０円 

第２音楽室 ４００円 

第３音楽室 

１時間 

２５０円 

 備考 

  １ 使用時間には、準備及び後片付けの時間を含むものとする。 

  ２ 使用時間の途中で使用を取りやめても、既に納入された使用料

は返還しない。 

  ３ マルチ体験ドームについては、日曜日、土曜日、国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日、プラネ

タリウム等の投影のあるとき又は事業等の行われているときは使

用できない。 

  ４ この表に掲げる施設において特別展が行われているときは、当

該施設は使用できない。 

  ５ 使用者において入場料又はこれに類するものを徴収する場合は、

規定使用料の５割増とする。 

別表第３（第７条関係） 



 駐車場使用料 

使用区分 使用料 

３０分以内 無料 

３０分を超えた場合３０分までごと １００円 

 備考 駐車できる自動車を制限することができる。 

 

 （提案理由） 

 こども科学館をこども未来創造館として設置する必要があるので、こ

の条例案を提出いたします。 


